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【要 旨】
本研究は、昭和初期における、旧制中学校生の進路状況を検討することを目的とする。

具体的には、旧制高等学校・大学予科・専門学校・軍関係諸学校入学者や、就職者の動
態を昭和２－１３年の時期で地方別に比較しながら、特に九州の事例を中心に、進路状況
の傾向を明らかにする。分析の結果、主に以下の三点が指摘できる。

第一に、全国の進路状況の変化については、高等学校・大学予科への入学者数は、全
国的に減少している。専門学校への入学者数は、官公立と私立を合わせると横ばい傾向
が強い。軍関係諸学校への入学者数は、全体的に増加傾向で、就職者については、官公
署への就職者は増加しているが、その他の職種は横ばいである。

第二に、地域別の進路状況の変化については、九州地区に、顕著な特徴が見られる。
それは、軍関係諸学校への進学者の激増である。

第三に、九州各県の上級学校入学状況の変化については、伝統的に軍関係の学校への
進学者が多い学校はもちろんのこと、軍関係諸学校への進学者がそれほど多くない学校
も増加していることが明らかになった。
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１．問題の所在

大正中期以降、我が国において中等学校入
学志願者は年々増加し、昭和に入ってから中
等教育は著しく量的に拡大した。本稿は、そ
のような昭和初期における、旧制中学校生の
進路状況を検討することを目的とする。具体
的には、旧制高等学校・大学予科・専門学
校・軍関係諸学校入学者や、就職者の動態を
昭和２－１３年の時期で地方別に比較しなが
ら、特に九州の事例を中心に、進路状況の傾
向を明らかにする。

筆者は、１９９８年の日本教育社会学会大会に
おいて、熊本県を事例にして、特に伝統校２

校（済々黌中学、熊本中学）に焦点を当てて、
昭和初期（２－１３年）の熊本県の旧制中学校
生の進路状況を考察して、以下の４点を明ら
かにした。

①高等学校・大学予科、専門学校への入学者
は横ばいである。

②軍関係諸学校への入学者は県全体で激増
（特に上記２校）している。

③官公署に就職する者は徐々に増加してい
る。

④明治期創設の伝統校グループと、大正期以
降創設の後発校グループ、私学グループに
おいて、進学先に格差が生じている。
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本稿では、この熊本県に限定した分析を全
国規模で地域別に行う。具体的には、この時
期の進路状況の推移を、以下の３点を通して
明らかにする。

１）全国の進路状況の変化
２）地域別の進路状況の変化
３）九州各県の上級学校入学状況の変化

そして、従来から指摘されているような、戦
時体制下の昭和１０年代に入ると、軍関係諸学
校への進学者が激増した１）、旧制高等学校の
進学倍率は戦時体制下でも非常に高かった２）、
といった言説も検証する。また明治期以来、
軍関係諸学校に九州出身者が多かったという
指摘がある３）が、そのような九州の伝統的に
軍関係諸学校に多くの進学者を輩出した特定
の中学と、それ以外の九州各県の所謂「一中」
に相当する中学の進学状況を比較検討して、
先の熊本県の状況が九州という地域の中でど
うであったかということを考察する。

なお、分析の時期は資料の制約の点から、
昭和２－１３年の間とした。また、熊本県の分析
と同様に上級学校入学者は中途退学の進学者
も含めた。その理由としては、旧制高等学校
への入学者において、中学校４年修了での進
学者が２割から過半数を占めたことと、軍関
係諸学校への入学者において、年によっては
その内の７割から８割を中途退学の進学者が
占め、無視できないと考えたからである。

２．分析方法と分析資料

（１）分析方法
本稿では、以下の方法で分析する。

１）昭和２－１３年を３年ごとに４つの時期に分
け、それぞれの時期における中学校卒業者
数の変化を調べる

２）地域別進路状況の割合の変化を調べる
３）九州の上級学校入学者数の推移を調べる

４）九州の特定の中学校の上級学校入学者数の
推移を調べる
先ず進路状況の全体的な傾向を検討し、次

に地域別の傾向をみる。そして地域の中で、
特に九州に限定して、九州各県の上級学校入
学者の状況を、比較検討する。最後に、熊本
県の事例において、特に焦点を当てた伝統校
２校（済々黌中学・熊本中学）と比較する形
で、この２校を含めて九州各県の伝統校１０
校の上級学校進学状況を検討する。選んだ残
りの８校は、福岡県の修猷館中学・明善中学、
佐賀県の佐賀中学、鹿児島県の第一鹿児島中
学・第二鹿児島中学、長崎県の長崎中学、大
分県の大分中学、宮崎県の宮崎中学である４）。
そして最初の７校をAグループ、長崎中学以
下３校をＢグループに分けた。Ａグループは
明治３８年～明治４３年にかけて陸軍士官学校
への進学生徒数が３０人以上で全国のベスト２０
に入る、伝統的に軍関係の学校への進学者が
多い中学（斎藤 １９９５，１５０頁）で、しかも各
県に官立の旧制高校が設置してあるところで
ある。それに対して B グループは、軍関係
諸学校への進学者がそれほど多くなく、しか
も各県に旧制高校をもたない県である。また、
沖縄県は、学校数、進学者数とも他の九州各
県に比べて極端に少ないので、今回の分析か
らは除外した。

（２）分析資料
分析資料は以下のものを用いた。

・文部省 １９８８，『全国中学校ニ関スル諸調査
第九巻（昭和２年、３年）』。

・文部省 １９８８，『全国中学校ニ関スル諸調査
第十巻（昭和４年、５年）』。

・文部省 １９８８，『全国中学校ニ関スル諸調査
第十一巻（昭和６－１０年）』。

・文部省 １９８８，『全国中学校ニ関スル諸調査
第十二巻（昭和１１－１３、１５年）』５）。

１．結果と考察
（１）全国の進路状況について
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高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者 合計（人）

S２-４ ２１，１６２ ２１，６１２ １７，６９８ １，１４３ ３，９３２ ５，１０９ ２５，８７４ ６７，０４３ １６３，５７３
S５-７ ２２，６２１ ２１，５６７ １８，９７６ １，５４６ ４，０２６ １，９５５ ３６，１６３ ８２，９２１ １８９，７７５
S８-１０ １９，１９２ １９，８７０ ２０，３４１ ２，０４０ ５，７１８ ２，８１８ ３７，３８４ ８２，７１９ １９０，０８２
S１１-１３ １６，５７１ ２２，４３７ １９，８５６ ５，９８７ １０，０１１ ３，７６０ ３２，９５６ ７０，５０１ １８２，０７９
合計（人） ７９，５４６ ８５，４８６ ７６，８７１ １０，７１６ ２３，６８７ １３，６４２ １３２，３７７ ３０３，１８４ ７２５，５０９

表１ 昭和２－１３年中学校卒業者の３年ごとの進路状況（上級学校入学者は中途退学者を含む）

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者

北海道 ３．０ ３．６ ３．６ ０．６ １１．４ ６．０ ４．２ ３．０
東北 ５．８ ７．５ ７．０ ５．９ ９．５ １０．９ ８．８ ７．７
関東 ６．６ ９．０ １１．０ ９．５ ９．８ １７．３ １６．０ ９．１
東京 ２４．９ ８．６ １７．０ １０．８ ４．９ １．４ ３．５ １１．１
中部 １４．４ ２０．２ １６．７ １８．４ １６．５ ２５．２ ２２．７ １７．７
近畿 ２１．６ １６．２ １５．５ ７．８ １２．０ ９．５ １３．２ １４．４
中国 ８．５ １１．７ １１．３ １２．７ １３．０ ７．０ １４．１ １０．３
四国 ４．１ ４．８ ３．６ ７．２ ５．０ ４．１ ５．１ ４．７
九州 １１．２ １８．３ １４．３ ２７．１ １７．９ １８．７ １２．４ ２２．０
合計（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００
合計（人） ２１，１６２ ２１，６１２ １７，６９８ １，１４３ ３，９３２ ５，１０９ ２５，８７４ ６７，０４３

表２ 昭和２－４年中学校卒業者の進路状況（上級学校入学者は中途退学者を含む）の割合

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』から作成

高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者

北海道 ３．４ ３．７ ２．７ ０．７ ９．２ ７．７ ４．２ ３．１
東北 ５．９ ８．０ ７．０ ５．０ １０．９ ９．６ ９．６ ８．６
関東 ７．４ ９．１ １１．０ ７．０ ８．９ ９．１ １５．３ ９．３
東京 ２６．０ ８．５ １８．４ １９．９ ５．７ ４．６ ３．７ １０．５
中部 １４．０ ２０．４ １５．７ １３．７ １７．４ ２６．１ ２１．１ １８．９
近畿 １９．１ １６．４ １６．４ １２．９ １２．４ １４．１ １４．２ １４．９
中国 ８．８ １０．０ １０．７ １０．０ １１．６ ７．８ １１．８ １０．２
四国 ４．２ ４．６ ３．０ １０．１ ３．９ ３．７ ５．１ ４．９
九州 １１．２ １９．３ １５．０ ２０．８ ２０．１ １７．３ １５．０ １９．６
合計（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００
合計（人） ２２，６２１ ２１，５６７ １８，９７６ １，５４６ ４，０２６ １，９５５ ３６，１６３ ８２，９２１

表３ 昭和５－７年中学校卒業者の進路状況（上級学校入学者は中途退学者を含む）の割合

『全国中学校ニ関スル諸調査 第十（昭和４年、５年）、第十一巻（昭和６－１０年）』から作成

高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者

北海道 ３．５ ３．３ １．８ ０．９ ７．８ ７．３ ３．６ ３．４
東北 ５．０ ７．６ ７．４ ６．４ １２．２ ６．５ １０．９ ７．８
関東 ７．５ １０．１ １０．９ １０．９ １０．２ ３８．９ １４．０ １０．３
東京 ２８．７ ９．１ １９．５ １６．７ ６．０ １．０ ３．１ １０．５
中部 １２．４ １９．４ １４．７ １５．５ １７．２ １８．６ ２２．１ １８．４
近畿 １９．７ １７．８ １７．３ ９．７ １１．１ １２．８ １４．３ １４．８
中国 ８．０ ９．５ ９．１ １０．６ １０．３ ３．５ ９．３ １０．０
四国 ３．７ ４．５ ３．６ ４．９ ３．６ ２．４ ５．４ ５．２
九州 １１．４ １８．８ １５．８ ２４．５ ２１．６ ９．０ １７．５ １９．７
合計（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００
合計（人） １９，１９２ １９，８７０ ２０，３４１ ２，０４０ ５，７１８ ２，８１８ ３７，３８４ ８２，７１９

表４ 昭和８－１０年中学校卒業者の進路状況（上級学校入学者は中途退学者を含む）の割合

『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』から作成

高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者

北海道 ３．２ ３．１ ２．５ １．２ ８．１ ６．４ ３．９ ３．５
東北 ４．８ ７．６ ６．７ ８．０ １１．７ ８．０ １０．７ ７．４
関東 ７．３ １０．０ １０．８ ９．２ １４．３ １８．５ １４．７ １０．８
東京 ３０．０ １０．６ １７．９ １１．７ ４．３ ０．８ ４．４ １２．２
中部 １１．６ １９．３ １５．８ １６．４ １７．６ ２３．８ １９．５ １８．４
近畿 ２０．４ １８．３ １７．６ １１．２ ９．９ １０．７ １４．８ １７．１
中国 ８．２ ８．９ ９．４ １２．８ １０．２ １１．９ ９．０ １０．１
四国 ３．６ ４．０ ３．５ ５．１ ４．９ ４．５ ５．３ ５．４
九州 １０．９ １８．２ １５．８ ２４．５ １９．１ １５．５ １７．６ １５．１
合計（％） １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００
合計（人） １６，５７１ ２２，４３７ １９，８５６ ５，９８７ １０，０１１ ３，７６０ ３２，９５６ ７０，５０１

表５ 昭和１１－１３年中学校卒業者の進路状況（上級学校入学者は中途退学者を含む）の割合

『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

表１から、昭和初期の全国の進路状況の変
化を見てみる。先ず、進学者についてだが、
高等学校・大学予科への入学者数は、昭和７
年までの第２期までは少し増加しているが、
その後は減少している。専門学校への入学者
数は、官公立も私立も横ばいであるといえる。
軍関係諸学校への入学者は増加していて、特
に第４期の昭和１１年以降は、第３期の３倍近
く増加している。このことは、昭和６年の満
州事変から、昭和１２年の日中戦争の開始のこ
の時期の状況の影響と考えられる。

次に、就職者についてだが、官公署へ就職
する者は増加していて、特に第４期の昭和１１
年以降は、第３期の２倍近く増加している。
これに対して、教員、実業、その他の職種等
の者は、横ばいであるといえる。

表２から表５までは、昭和初期の進路状況
を地域別の割合で示したものである。これら
の表から、全体としては以下のことがいえる。

①高等学校・大学予科への入学者の割合は、
ほとんどの地域では横ばいだが、東京は少
しずつ増加している。逆に中部は、少しず

Bulletin of Beppu University Junior College，３４（２０１５）

― １２５ ―



高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者 合計（％）合計（人）

Ｓ２－４ １０．６ １３．４ １０．８ ０．１ ７．６ ５．２ １８．３ ３３．９ １００ ５，８７７
Ｓ５－７ １１．５ １１．８ ７．７ ０．２ ５．５ ２．２ ２２．４ ３８．７ １００ ６，７４１
Ｓ８－１０ １０．４ １０．０ ５．７ ０．３ ６．８ ３．２ ２０．５ ４３．１ １００ ６，５２５
Ｓ１１－１３ ８．１ １０．５ ７．６ １．１ １２．２ ３．６ １９．３ ３７．５ １００ ６，６０８

表６ 北海道の進路状況の割合の推移（昭和２－１３年）

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者 合計（％）合計（人）

Ｓ２－４ ９．７ １３．０ ９．９ ０．５ ３．０ ４．４ １８．２ ４１．２ １００ １２，５１１
Ｓ５－７ ８．５ １１．０ ８．５ ０．５ ２．８ １．２ ２２．１ ４５．５ １００ １５，６４６
Ｓ８－１０ ８．２ ９．７ ９．７ ０．８ ４．５ １．２ ２６．２ ４１．６ １００ １５，５１９
Ｓ１１－１３ ５．５ １１．８ ９．２ ３．３ ８．１ ２．１ ２４．３ ３５．８ １００ １４，５２７

表７ 東北の進路状況の割合の推移（昭和２－１３年）

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者 合計（％）合計（人）

Ｓ２－４ ８．２ １１．５ １１．５ ０．６ ２．３ ５．２ ２４．５ ３６．１ １００ １６，９２０
Ｓ５－７ ８．５ １０．０ １０．７ ０．６ １．８ ０．９ ２８．１ ３９．４ １００ １９，６１０
Ｓ８－１０ ６．８ ９．４ １０．４ １．０ ２．７ ５．１ ２４．６ ３９．９ １００ ２１，２８２
Ｓ１１－１３ ５．８ １０．８ １０．３ ２．７ ６．９ ３．３ ２３．４ ３６．８ １００ ２０，７５２

表８ 関東の進路状況の割合の推移（昭和２－１３年）

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

つ減少している。
②専門学校への入学者の割合は、官公立も私

立も、地域別には、あまり変化はない。
③軍関係諸学校への入学者の割合は、それま

で低かった北海道や東北の割合が、少しず
つ増加している。

④就職者については、官公署へ就職する者、
教員、実業、その他の職種等の者の割合
は、あまり変わらない。

これらのことは、当時の全国的な進学率の
上昇の結果、これまで進学率が低い地域が増
加したことと、戦時体制へ進む状況下で、こ
れまで軍関係諸学校への入学者が少ない地域
においても、徐々に増加していったことと考
えられる。

（２）地域別の進路状況について
次に、各地域別の進路状況の変化を、もう

少し詳しく見ていく。

先ず、表６は、北海道の進路状況の変化を
示したものである。高等学校・大学予科への
入学者の割合が、昭和１１年以降、減少してい
るのに対して、専門学校への入学者の割合は、
官公立も私立も、全体的には、横ばいである
ことがわかる。また、軍関係諸学校への入学
者の割合と、官公署へ就職する者の割合は、
昭和１１年以降、特に増加していて、先に示し
たとおり、戦時体制へ進む状況下で、進路状
況が変化していったことがわかる。

次に、表７は、東北の進路状況の変化を示
したものである。北海道と同様に、高等学校・
大学予科への入学者の割合が、年々減少して
いるのに対して、専門学校への入学者の割合
は、官公立も私立も、横ばいであることがわ
かる。また、軍関係諸学校への入学者の割合
と、官公署へ就職する者の割合は、昭和１１年
以降、特に増加していることがわかる。これ
らの理由は、北海道の状況と同じであろう。

次の表８は、関東の進路状況の変化を示し
たものである。高等学校・大学予科への入学
者の割合は、減少傾向にある。専門学校への
入学者の割合は、官公立は横ばいで、私立は
年々減少している。また、軍関係諸学校への
入学者の割合は、昭和１１年以降、特に増加し
ていることがわかる。官公署へ就職する者の
割合も増加傾向にある。これらの理由もこれ
までと同様であろう。
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高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者 合計（％）合計（人）

Ｓ２－４ ２８．０ ９．８ １６．０ ０．７ １．０ ０．４ ４．８ ３９．４ １００ １８，８３０
Ｓ５－７ ２６．９ ８．４ １６．０ １．４ １．０ ０．４ ６．１ ３９．７ １００ ２１，８６８
Ｓ８－１０ ２５．３ ８．３ １８．２ １．６ １．６ ０．１ ５．３ ３９．７ １００ ２１，７９５
Ｓ１１－１３ ２２．５ １０．７ １６．０ ３．２ １．９ ０．１ ６．５ ３９．０ １００ ２２，１３６

表９ 東京の進路状況の割合の推移（昭和２－１３年）

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者 合計（％）合計（人）

Ｓ２－４ １０．０ １４．４ ９．７ ０．７ ２．１ ４．２ １９．４ ３９．３ １００ ３０，２８８
Ｓ５－７ ９．０ １２．５ ８．５ ０．６ ２．０ １．４ ２１．７ ４４．４ １００ ３５，２６１
Ｓ８－１０ ６．９ １１．２ ８．６ ０．９ ２．９ １．５ ２３．９ ４４．０ １００ ３４，４９０
Ｓ１１－１３ ５．９ １３．４ ９．７ ３．０ ５．４ ２．８ １９．９ ３９．９ １００ ３２，３９８

表１０ 中部の進路状況の割合の推移（昭和２－１３年）

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者 合計（％）合計（人）

Ｓ２－４ １８．４ １４．０ １１．０ ０．４ １．９ １．９ １３．７ ３８．７ １００ ２４，９４５
Ｓ５－７ １４．６ １２．０ １０．６ ０．７ １．７ ０．９ １７．４ ４２．０ １００ ２９，４４１
Ｓ８－１０ １２．７ １１．９ １１．９ ０．７ ２．１ １．２ １８．０ ４１．４ １００ ２９，６１６
Ｓ１１－１３ １１．３ １３．７ １１．７ ２．２ ３．３ １．３ １６．３ ４０．２ １００ ３０，０１０

表１１ 近畿の進路状況の割合の推移（昭和２－１３年）

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者 合計（％）合計（人）

Ｓ２－４ １０．１ １４．２ １１．２ ０．８ ２．９ ２．０ ２０．４ ３８．５ １００ １７，８８７
Ｓ５－７ １０．１ １１．０ １０．４ ０．８ ２．４ ０．８ ２１．７ ４２．９ １００ １９，６６３
Ｓ８－１０ ８．６ １０．５ １０．３ １．２ ３．３ ０．５ １９．４ ４６．２ １００ １７，９３５
Ｓ１１－１３ ７．７ １１．４ １０．６ ４．４ ５．８ ２．６ １６．９ ４０．６ １００ １７，４８７

表１２ 中国の進路状況の割合の推移（昭和２－１３年）

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

次の表９は、東京の進路状況の変化を示し
たものである。先ず東京の特徴としては、他
の地域に比べて、上級学校入学者の割合、特
に高等学校・大学予科への入学者の割合が高
いことが挙げられる。それでも、東京も東北
と同様に高等学校・大学予科への入学者の割
合が、年々減少しているのに対して、専門学
校への入学者の割合は、官公立も私立も、横
ばいであることがわかる。また、軍関係諸学
校への入学者の割合と、官公署へ就職する者
の割合も、年々増加しており、前者は同様に
昭和１１年以降、特に増加していることがわか
る。これらの理由もこれまでと同様であろう。

次の表１０は、中部の進路状況の変化を示し
たものである。中部も東京などと同様に、高
等学校・大学予科への入学者の割合が、年々
減少しているのに対して、専門学校への入学
者の割合は、官公立も私立も、横ばいである

ことがわかる。また、軍関係諸学校への入学
者の割合も、これまでの地域と同様に昭和１１
年以降、特に増加していることがわかる。官
公署へ就職する者の割合も、増加傾向にある。
これらの理由もこれまでと同様であろう。

次の表１１は、近畿の進路状況の変化を示し
たものである。近畿も東京などと同様に、高
等学校・大学予科への入学者の割合が、年々
減少しているのに対して、専門学校への入学
者の割合は、官公立も私立も、横ばいである
ことがわかる。また、軍関係諸学校への入学
者の割合も、これまでの地域と同様に昭和１１
年以降、特に増加していることがわかる。官
公署へ就職する者の割合も、増加傾向にある。
これらの理由もこれまでと同様であろう。

次の表１２は、中国の進路状況の変化を示し
たものである。中国も東京などと同様に、高
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高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者 合計（％）合計（人）

Ｓ２－４ １１．４ １３．８ ８．５ １．１ ２．６ ２．８ １７．５ ４２．３ １００ ７，５２５
Ｓ５－７ １０．８ １１．１ ６．５ １．８ １．８ ０．８ ２１．０ ４６．２ １００ ８，８４２
Ｓ８－１０ ７．８ ９．９ ８．１ １．１ ２．３ ０．８ ２２．３ ４７．７ １００ ９，００９
Ｓ１１－１３ ６．８ １０．４ ８．０ ３．５ ５．６ １．９ ２０．０ ４３．８ １００ ８，７４０

表１３ 四国の進路状況の割合の推移（昭和２－１３年）

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

高等学校
及大学予
科入学者

官公立専
門学校及
之ト同程
度学校入
学者

私立専門
学校及之
ト同程度
学校入学
者

陸海軍諸
学校入学
者

官公署ニ
奉職シタ
ル者

教員トナ
リタル者

實業ニ就
キタル者

其ノ他ノ
者 合計（％）合計（人）

Ｓ２－４ ８．３ １３．７ ８．８ １．１ ２．４ ３．３ １１．２ ５１．２ １００ ２８，７９０
Ｓ５－７ ７．８ １２．７ ８．７ １．０ ２．５ １．０ １６．６ ４９．７ １００ ３２，７０３
Ｓ８－１０ ６．５ １１．０ ９．５ １．５ ３．６ ０．８ １９．２ ４７．９ １００ ３３，９１１
Ｓ１１－１３ ６．１ １３．９ １０．７ ５．０ ６．５ ２．０ １９．７ ３６．１ １００ ２９，４２１

表１４ 九州の進路状況の割合の推移（昭和２－１３年）

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

Ｓ２－４ Ｓ５－７ Ｓ８－１０ Ｓ１１－１３ 合計（人）
福岡 １，０８２ ９９５ ８７４ ７４３ ３，６９４
佐賀 ２０９ ２８１ ２４３ １８３ ９１６
長崎 ２５４ ２８０ ２４２ ２２９ １，００５
熊本 ３１４ ２７３ ２６７ ２１０ １，０６４
大分 １６６ ２０８ １７１ １３５ ６８０
宮崎 １０６ １０７ ６７ ５４ ３３４
鹿児島 ３２７ ３３２ ３１９ ２３１ １，２０９
沖縄 １３ １５ １７ １７ ６２

表１５ 九州各県の高校・大学予科入学者数の推移

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

等学校・大学予科への入学者の割合が、減少
傾向にあるのに対して、専門学校への入学者
の割合は、官公立も私立も、横ばいであるこ
とがわかる。また、軍関係諸学校への入学者
の割合も、これまでの地域と同様に昭和１１年
以降、特に増加していることがわかる。官公
署へ就職する者の割合も、増加傾向にある。
これらの理由もこれまでと同様であろう。

次の表１３は、四国の進路状況の変化を示し
たものである。四国も東京などと同様に、高
等学校・大学予科への入学者の割合が、年々
減少しているのに対して、専門学校への入学
者の割合は、官公立も私立も、横ばいである
ことがわかる。また、軍関係諸学校への入学
者の割合も、これまでの地域と同様に昭和１１
年以降、特に増加していることがわかる。官
公署へ就職する者の割合も、増加傾向にある。
これらの理由もこれまでと同様であろう。

次の表１４は、九州の進路状況の変化を示し
たものである。九州も東京などと同様に、高
等学校・大学予科への入学者の割合が、年々
減少している。専門学校への入学者の割合は、
官公立は横ばいで、私立は増加の傾向にある
私立の専門学校への入学者が増加の傾向にあ
るのは、九州だけである。また、軍関係諸学
校への入学者の割合も、これまでの地域と同
様に昭和１１年以降、特に増加していて、しか
もその割合が一番大きいのも九州の特徴であ
る。このことは先に示したとおり、明治期以
来、軍関係諸学校に九州出身者が多かったと
いう指摘があり、この傾向は戦後も続いてい
るようである。例えば、県民性を文化人類学
的に考察した祖父江によると、昭和４３年時点
で、北海道を除くと、自衛隊出身者の上位３
県は、鹿児島、熊本、福岡の順で、九州７県
の出身者が全体の３０％を占めていて、こうし
た傾向は、防衛大学校への入学者にも見られ
るという（祖父江 １９７１，５４頁）。官公署へ就
職する者の割合も、年々増加していて、九州
の特徴が現れていると考えられる。

（３）九州各県の上級学校入学者状況
次に、進学者を対象に、九州各県の上級学

校入学者数の変化を見てみよう。

先ず表１５は、九州各県の高校・大学予科入
学者数の進路状況の変化を示したものである。
沖縄県の数が、他の県に比べて極端に少ない
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Ｓ２－４ Ｓ５－７ Ｓ８－１０ Ｓ１１－１３ 合計（人）
福岡 １，５０２ １，４７５ １，３２８ １，４０４ ５，７０９
佐賀 ２７４ ３１９ ２６０ ２４１ １，０９４
長崎 ５４５ ５４７ ５１６ ５１０ ２，１１８
熊本 ４０５ ６２４ ４４５ ６３８ ２，１１２
大分 ４０４ ４４３ ４６０ ３８４ １，６９１
宮崎 ３０２ ２８９ ２１７ ２５０ １，０５８
鹿児島 ４６２ ４４２ ４４２ ５８２ １，９２８
沖縄 ２８ ３５ ５４ ７６ １９３

表１６ 九州各県の官公立専門学校入学者数の推移

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

Ｓ２－４ Ｓ５－７ Ｓ８－１０ Ｓ１１－１３ 合計（人）
福岡 １，０１４ １，０３３ １，２７３ １，１９９ ４，５１９
佐賀 １８９ ２６６ ２６１ ２４１ ９５７
長崎 ３６５ ４２４ ３８９ ４２６ １，６０４
熊本 ２９５ ３７３ ３１７ ３０８ １，２９３
大分 ３１３ ２６５ ３３８ ２８９ １，２０５
宮崎 １３９ １５４ １１２ １００ ５０５
鹿児島 ２０６ ３０４ ５２６ ５１５ １，５５１

表１７ 九州各県の私立専門学校入学者数の推移

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

Ｓ２－４ Ｓ５－７ Ｓ８－１０ Ｓ１１－１３ 合計（人）
福岡 ８１ ８１ ８９ ３２２ ５７３
佐賀 ４６ ３４ ５７ １５３ ２９０
長崎 ５５ ３４ ３０ ８４ ２０３
熊本 ３９ ７９ １０５ ２９４ ５１７
大分 ２９ ３７ ６４ １１８ ２４８
宮崎 ８ １３ ２６ ９６ １４３
鹿児島 ４９ ５６ １３８ ３９３ ６３６
沖縄 ４ ０ １ ５ １０

表１８ 九州各県の陸海軍諸学校入学者数の推移

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

Ｓ２－４ Ｓ５－７ Ｓ８－１０ Ｓ１１－１３ 合計（人）
修猷館 １６４ １１９ １１５ ９２ ４９０
明善 ７４ ７３ ６１ ４２ ２５０
佐賀 １１７ １２３ １０１ ８４ ４２５

Ａ 済々黌 ６６ ６１ ５１ ３２ ２１０
熊本 ８６ ６６ １１６ ８５ ３５３
第一鹿児島 １５２ １６３ １２９ ８５ ５２９
第二鹿児島 ７２ ７１ ８５ ６４ ２９２
長崎 ６９ ８２ １０３ ７９ ３３３

Ｂ 大分 ５６ ７３ ５０ ４２ ２２１
宮崎 ３９ ４０ ３２ ２４ １３５

表１９ 九州各県の特定中学からの高校・大学予科入学者数の推移

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

こと、沖縄県を除いたすべての県で減少して
いること、減少の幅が、福岡県が他の県に比
べて少し大きいことがわかる。沖縄県の独自
の傾向は、この後の表でも見られる。福岡県
は、全体数が元々大きいので、減少の幅も大
きいのであろう。

次の表１６は、九州各県の官公立専門学校入
学者数の進路状況の変化を示したものである。
高等学校・大学予科への入学者数と同様に、
沖縄県の数が、他の県に比べて極端に少ない
こと、沖縄県だけ増加していて、他の県は横
ばいであることがわかる。

次の表１７は、九州各県の私立専門学校入学
者数の進路状況の変化を示したものである。
これまでと同様に、沖縄県の数が、他の県に
比べて極端に少ないこと、沖縄県は増加して
いて、福岡県と鹿児島県も増加傾向であるこ

と、他の県は横ばいであることがわかる。

次の表１８は、九州各県の軍関係諸学校学の
入学者数の進路状況の変化を示したものであ
る。これまでと同様に、沖縄県の数は、他の
県に比べて極端に少なく、横ばいであるが、
特徴的なこととして、他の県はすべて増加し
ていて、しかも、昭和１１年以降、その増加数
が、特に多くなっていることがわかる。また、
これまで一番数が多かった福岡県を抜いて、
鹿児島県がトップになったこと、３位の熊本
県も福岡県に肉薄するくらい増加している。

（４）九州各県の特定の中学の進路状況
最後に、九州各県の特定の中学の上級学校

入学者数の変化を見てみよう。
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Ｓ２－４ Ｓ５－７ Ｓ８－１０ Ｓ１１－１３ 合計（人）
修猷館 １１２ １３８ １３２ １０９ ４９１
明善 ６２ ６４ ７３ ７０ ２６９
佐賀 ４５ ５５ ５４ ４８ ２０２

Ａ 済々黌 ９０ １３０ １０６ １５１ ４７７
熊本 ３２ １２７ ７０ ９５ ３２４
第一鹿児島 １００ ５９ ３５ ２１ ２１５
第二鹿児島 ６６ ９９ ７９ ９７ ３４１
長崎 １０９ １３４ １６８ １２１ ５３２

Ｂ 大分 １２０ １６１ ２００ ９１ ５７２
宮崎 １００ １１４ ９０ １２９ ４３３

表２０ 九州各県の特定中学からの官公立専門学校入学者数の推移

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

Ｓ２－４ Ｓ５－７ Ｓ８－１０ Ｓ１１－１３ 合計（人）
修猷館 ５２ ９３ ９３ ６７ ３０５
明善 ７３ ５７ ５５ ７３ ２５８
佐賀 ３１ ３２ ４２ ３４ １３９

Ａ 済々黌 ６９ ４７ ３２ ４０ ８６
熊本 １２ ２１ ２９ ２４ ６７
第一鹿児島 １４ ２９ １８ ６ ２０４
第二鹿児島 ３１ ６２ ４５ ６６ １９６
長崎 ５２ ６６ ３４ ４４ １７１

Ｂ 大分 ３７ ４４ ３３ ５７ ８７
宮崎 ２３ ３２ １７ １５ ４３３

表２１ 九州各県の特定中学からの私立専門学校入学者数の推移

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

Ｓ２－４ Ｓ５－７ Ｓ８－１０ Ｓ１１－１３ 合計（人）
修猷館 ６ ８ １０ ３７ ６１
明善 ６ ６ ５ ６０ ７７
佐賀 ２３ １６ ２４ ５８ １２１

Ａ 済々黌 ７ １７ ２７ ９５ １４６
熊本 ９ １２ ２０ ６２ １０３
第一鹿児島 １９ １８ ４６ ８９ １７２
第二鹿児島 １５ １６ ３４ １１８ １８３
長崎 ０ ０ ３ １８ ２１

Ｂ 大分 １０ １７ ２６ ５１ １０４
宮崎 ０ ４ ７ ３０ ４１

表２２ 九州各県の特定中学からの軍関係諸学校入学者数の推移

『全国中学校ニ関スル諸調査 第九巻（昭和２年、３年）、第十巻（昭和４年、５年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十一巻（昭和６－１０年）』
『全国中学校ニ関スル諸調査 第十二巻（昭和１１－１３年、１５年）』から作成

先ず表１９は、九州各県の特定中学の高校・
大学予科入学者数の進路状況の変化を示した
ものである。高等学校・大学予科への入学者
数は、伝統的に軍関係の学校への進学者が多
く、地元に官立の旧制高校が設置してあるA
グループにおいては、熊本中学と第二鹿児島
中学を除いて、減少傾向である。熊本中学と
第二鹿児島中学は、それぞれ開校が、明治３２
年の第２次中学校令改正以降の明治３３年と明
治３４年で６）、AB 両グループの中で、もっと
も新しい学校で、かつ同県内の先発校であ
る、済々黌中学と第一鹿児島中学の存在が影
響していると考えられる。

これに対して、軍関係諸学校への進学者が
それほど多くなく、地元に旧制高校をもたな
いBグループでは、長崎中学は横ばい、大分
中学と宮崎中学は、昭和８年以降、減少して
いることがわかる。ただし、その減少の幅は、
A グループの学校に比べて少ない。このこ
とは、元々の数が少ないからであろう。

次の表２０は、九州各県の特定中学の官公立
専門学校入学者数の進路状況の変化を示した
ものである。Aグループでは、済々黌中学が、
増加傾向、第一鹿児島中学が減少、その他の
学校は横ばい傾向であることがわかる。B グ
ループの学校も全体的に横ばい傾向であるこ
とがわかる。

次の表２１は、九州各県の特定中学の私立専
門学校入学者数の進路状況の変化を示したも
のである。Aグループでは、全体的には横ば
い傾向であるが、修猷館中学と第一鹿児島中
学は、昭和１１年以降の減少幅が大きくなって
いる。その他の学校は横ばい傾向であること
がわかる。B グループの学校も全体的には横
ばい傾向であることがわかる。

次の表２２は、九州各県の特定中学の軍関係
諸学校の入学者数の進路状況の変化を示した
ものである。軍関係諸学校への入学者数は
A、B 両グループの学校とも同じように増加
している。具体的には、第１期（昭和２－４
年）の時期から第４期（昭和１１－１３年）の時
期にかけて、加速度的に増加していること
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と、特に第３期（昭和８－１０年）の時期から
第４期（昭和１１－１３年）の時期にかけての増
加が著しいことである。また学校別では、特
に昭和１１年以降、A グループでは、元々多
かった佐賀中学、済々黌中学、第一鹿児島中
学、第二鹿児島中学に加えて、明善中学と熊
本中学が増加している。B グループでも同時
期に、大分中学が増加していて、この時代の
風潮を反映している。

４．まとめと今後の課題

以上の点をまとめると、この時期の進路状
況については、以下のことがいえる。

先ず、１）全国の進路状況の変化については、
高等学校・大学予科への入学者数は、全国的
に減少している。専門学校への入学者数は、
官公立と私立を合わせると横ばい傾向が強い。
軍関係諸学校への入学者数は、全体的に増加
傾向で、それまで少なかったところが増加し、
それまで多かったところはより増加している。
就職者については、官公署への就職者は増加
しているが、その他の職種は横ばいである。

２）地域別の進路状況の変化については、
九州地区に、顕著な特徴が見られる。それは、
軍関係諸学校への進学者の激増である。

３）九州各県の上級学校入学状況の変化につ
いては、２）の具体的な中身として、伝統的に
軍関係の学校への進学者が多く、地元に官立
の旧制高校が設置してあるＡグループの学校
の増加はもちろんのこと、軍関係諸学校への
進学者がそれほど多くなく、地元に旧制高校
をもたないＢグループの学校も増加している
ことが明らかになった。

今後の課題としては、他の地区の特定の学
校グループとの比較検討も必要であろう。

【註】

１）もっとも、軍関係諸学校の採用者数自体が膨大に
なっていた。

２）浪人生のための予備校や受験雑誌は、戦時中も健
在であった。

３）広田によると、明治２０～３０年代の陸軍士官学校・
陸軍幼年学校ともに２割以上を九州出身者が占め
ていたという（広田 １９８９）。

４）これらの学校はすべて公立で、参考までに、その
後 身 は、以 下 の 県 立 高 等 学 校 で あ る（吉 本
１９９４）。
・済々黌高等学校（済々黌中学）
・熊本高等学校（熊本中学）
・修猷館高等学校（修猷館中学）
・明善高等学校（明善中学）
・佐賀西高等学校、佐賀北高等学校（佐賀中学）
・鶴丸高等学校（第一鹿児島中学）
・甲南高等学校（第二鹿児島中学）
・長崎東高等学校、長崎西高等学校（長崎中学）
・大分上野丘高等学校（大分中学）
・宮崎大宮高等学校（宮崎中学）

５）昭和１５年は、具体的な学校の進学者が分からず、
県別の入学者の総数しか分からないので、今回の
分析からは除外した。

６）参考までに、他の学校の公立中学としての開校年
は、以下の通りである。
・済々黌中学（明治２７年）
・修猷館中学（明治１８年）
・明善中学（明治２２年）
・佐賀中学（明治１７年）
・第一鹿児島中学（明治２６年）
・長崎中学（明治１７年）
・大分中学（明治１８年）
・宮崎中学（明治２２年）
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《付記》資料の引用に際しては、旧字体の一部は新
字体に改め、句読点や濁点を付した。また明ら
かな誤植、間違いと判断できるものは訂正した。
なお本稿は、日本教育社会学会大会第５１回大会
（１９９９年）での発表「昭和初期の中等学校生の
進路状況に関する研究」を大幅に修正・加筆し、
新たに論文として執筆したものである。
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